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Ａ．研究目的 

 ノーマリゼーションという言葉が使われ

てから久しいが、知的障害・障害児者にお

ける医療は量的にも質的にも十分とは言え

ない。このことは障害児者が自ら不調を訴

えないこととだけでなく、福祉関係者の医

療への知識の乏しさ、医療関係者の不勉強

による対応の難しさなどが関連している。

このような状況下において、どのような点

から改善に取り組んでいけばよいか考える

手がかりとして研究を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 3 つの視点から現状調査と今後の方向性

の調査を行った。①福祉施設における、福

祉スタッフと医療スタッフの連携の現状を

調査し、課題と対応について調査研究した。

東社協の協力を得て、福祉に従事する看護

職、医師の現状認識を調べた。海外におけ

る先進的な福祉と医療の連携を調査するた

め、英国における取組を調査した。②全児

協と国立病院機構の協力を得て、福祉現場

への医療的取り組みの現状を調べ、今後の 
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方向性について意見を聞いた。③福祉施設

利用者を対象に、健康度調査の現状を調査

し、その課題と解決策を研究した。本年度

は渡島コロニー（北海道）における取組と、

望みの園（群馬県）が行った調査を中心に

検討をした。さらにいわゆる“障害者ドッ

グ”を行っている杉並区の現状と課題を調

べるとともに、これから開始しようとする

大牟田市の取り組みを調査した。 

 

Ｃ．研究結果 

 ①については、医療と福祉の前提の違い

に基づく連携の難しさ、医療職養成課程に

おける福祉知識の欠如などが著明となった。

医師においては、限られた医師が厳しい診

療状況の中で治療を行っていた。英国での

状況を調べると、知的障害のある人の健康

維持や医療サービスの提供、医療受診支援

に相互に連携しながら機能していたことが

明らかであった。②については、入院医療

などを中心に、長期入院の現状を調査し、

どのような対応が必要か検討するとともに、

9 年前に行った調査と大きな変化はないこ

とを確認した。③については、知的障害の

人たちの入所施設では、医療的ケア、薬物

療法、医療機関受診等の医療的ニーズが極

めて高く、そのような状況を見据えた体制

整備と人材育成が急務であった。障害者の

健康診断については、入所施設利用者につ

いては法的な範囲の健康診断が行われてい

たが、短期入所利用者、通所利用者につい

ては不十分であった。約 10年ほど行われて

きた杉並区での取り組みでは、病院の献身

的な協力の下で年 2回行われていた。 

 

 

Ｄ．考察 

 知的障害・発達障害の医療がそうでない

者の医療について、量・質ともに劣ってい

ることが推測された。障害医療の改善には、

利用者、家人、治療スタッフ各々の意識変

化、経済的裏付けの充実、治療水準の向上

などが必要である。知的障害・発達障害医

療の必要性を啓発する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 一般的に、知的障害・発達障害者の平均

寿命は短いと考えられていたが、健常者と

同様の治療が可能になり、健康診断が実施

されるようになれば、平均寿命も健常者に

近づく可能性がある。そのためには、英国

など先進的な取り組みを検討して、障害医

療を充実させる必要性がある。 
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